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しれない誤りや問題はすべて著者の責任である。   2
１．序 






















る 2001 年の Current Population Survey (ＣＰＳ,日本の『労働力調査』に相当する全国標
本に基づく米国の毎月の人口調査）による推定（Golden and Gebreselassie 2007）では米







中で就業時間が「今のままでよい」が 49％、 「少なくしたい」者が 45％、 「長くしたい」
者が 6％と、オーバー・エンプロイメントが顕著である。定義の違いの影響も多少あると
思われるが、過剰就業はわが国に特に顕著な問題なのである。 



















存することが知られており（Golden and Gebreselassie, 2007） 、わが国でも正規雇用者で
あるか否か、や健康状態に依存することが明らかにされている（原・佐藤、2008） 。 
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    このような制約はあるものの、過剰就業の分析はいくつかの点で、メリットがある。 
ひとつは、重要な問題であるにもかかわらず、わが国で本稿と類似した研究がほとんどな







      しかしわが国では過労死をその極限の結果とする、 深刻な過剰就業の問題があり （川
人 1998、山口・樋口 2008） 、ワーク・ライフ・バランス社会達成の大きな障害のひとつと
なっている。総務省への 2008 年の独立行政法人政策評価委員会の「政策評価の重要対象
分野について」の答申によると「パート労働者を除く労働者の所定外労働時間が 6 年連続
で上昇（平成 13 年度 155 時間、19 年度 192 時間） 」 、 「過労死等の労災支給決定件数も増
加傾向（平成 15 年度 314 件、19 年度 392 件） 」となっている。また 2007 年の就業構造



























訳であると思う。 「落胆している（discouraged） 」事柄は「就業」ではなく、 「求職活動」
だからである。従ってより正確には「求職意欲喪失者」と訳されるべきであるが、以下で
は discouraged workers という英語表現を用いる。一方、不完全就業は仕事をすでに持っ
ている者の特性で、主に下記の２つの理由で、労働の活用が不十分と考えられる場合をい
うが、クロッグ（Clogg, 1979）によってその計測的側面が緻密化された。 
   





いる場合などをいう。 クロッグは 1983 年にサリバンとの共著 （Clogg and Sullivan,1983）
で５つの「労働活用の枠組み（Labor Utilization Framework） 」として「失業」に加え、
「潜在失業」 、 「非自発的パートタイム就業」 、 「ワーキングプア」 、 「雇用のミスマッチ」の
４つの要素を加え、失業および不完全就業についてこの５つの側面に着目することを提唱
した。一方ティップスとゴードン（Tipps and Gordon, 1985）は、失業、潜在失業、非自
発的パートタイム就業は問題がないが、 「ワーキングプア」と「雇用のミスマッチ」を質の
違う問題として、同様な問題の一部として扱うことに反対した。 
   
    一方クロッグとその共同研究者は 1986 年の論文（Clogg et al, 1986）でティップスと
ゴードンに反論し、失業と不完全就業を更に細かく区分し、労働力人口を以下の 11 区分
に分けることを提唱した： （1）潜在失業者、 （2）離職・失職による失業者、 （3）一時帰休
（レイオフ）による失業者、 （4） （労働力新規参入・再参入などによる）他の失業者、 （5）
フルタイムの職が見つけられないことによる非自発的パートタイム就業者、 （6）景気が悪
いので就業時間を短縮させられた就業者、 （7） 自発的パートタイム就業者、 （8） （1）－（ 7）
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異なる。他の３つの指標には（4）U4：U3 の該当者に discouraged workers を加えた者。
ただしここで discouraged workers は現在就業希望がある無職者で、過去１年の間に求職
活動をした者と定義されている。 （5）U5：U4 の該当者にさらに marginally attached 
workers を加えた者。Marginally attached workers とは、無職で求職活動もしていない
が、就業希望を有し、過去に求職活動経験がある者、と定義されている。 （6）U6：U5 の
該当者にさらに非自発的パートタイム就業者を加えた者。潜在失業者を discouraged 
workers  と marginally attached workers に分けたところが従来の区分より細かいが、 「過
去１年に求職活動のある潜在失業者」とその他の潜在失業者を分けることには特別の意義
があるとは思えない。 
   
  な お OECD の労働統計では不完全就業について非自発的パートタイム就業者を 「可視
可能な不完全就業（visible under-employment） 」 、雇用のミスマッチを「可視不可能な不
完全就業（invisible under-employment） 」と呼び、人材活用の質の問題を不完全就業に含
めることでクロッグらの立場に近くなっている。 
   







   






メリットである。クロッグらの労働活用枠組み（Labor Utilization Framework）は実際  8









    以下過剰就業対策に関する EU の施策について簡単にレビューする。最も重要なのは
1993 年の EU 労働時間指令（Working Time Directive）の制定で、適用除外（opt-out）
を選択したイギリス以外の EU 加盟諸国は残業時間を含めて雇用者の週平均就業時間が
48 時間を超えてはならないこととした。 さらにこの指針は年 4 週間の有給休暇、 週１日以
上の休暇日、24 時間中最低 11 時間以上の休息時間の保証（実働就業時間 1 日 13 時間未
満） 、夜勤を含む勤務は１日 8 時間を超えてはならないこと、などを定めている。この法
律は当初、輸送に携わる者など、移動労働者（mobile workers）を例外として法の適用範
囲に含めなかったが、 2000 年の法改正で移動労働者も適用範囲に含められることになった。





    また常勤のフルタイム雇用者と他の雇用者の均等待遇についても、EU は 1997 年に
EU パートタイム労働指令（Part-Time Work Directive）を制定してフルタイム就業者と
パートタイム就業者の均等待遇を定めた。ただしデンマークは適用除外を選択し労使の合
意に任せる方式としたが、2001 年に新たな法を制定して「法と交渉による２本だて」の仕
組みを採用し、団体交渉による労使の合意が無ければ EU 指令に従うこととした。EU は
更に今年2008年の6月にはEU臨時派遣労働者指令 （Temporary Agency Work Directive）
を制定し臨時（派遣）労働者と常勤者の均等待遇を制定するに至っている。 
 
  EU 労働時間指令については適用除外を選択したイギリスだが、法的には EU 指令を
後追いする形で、類似の法律を定めている。1998 年に労働時間に関する政令（Working 
Time Regulations）の制定がそれで、EU 労働時間指令と同等の制度（週最大 48 時間労




また 2003 年には EU 同様この法の適用範囲を移動労働者に拡大し、形の上ではＥＵと足
並みをそろえる政策をとり、この点全く同様の法のない米国と対照的な国策をとるに至っ
ている。 また 2003 年に 6 歳未満の子供か 18 歳未満の障害児を持つ親がフレックスタイム
勤務をとる権利を保障した子育て支援のための独自のフレクシブル・ワーキング法
（Flexible Working Law）を制定し、これらの子供を持つ親が時間的柔軟性を持って働け
るよう配慮し、さらに 2006 年には家族と就業法（Work and Family Act)を制定し（2007
年より実施） 、フレクシブル・ワーキング法の適用を家族の介護者に拡大した。またフルタ
イム・パートタイムの均等待遇については早期に 1975 年の性差別禁止法（Sex 
Discrimination Act）で不均等待遇を違法とする一方、2008 年の EU 臨時派遣労働指令に
ついては 12 週間以上継続就業の臨時・派遣労働者に適用を制限している。 
 
    フランスでは 2000 年に 20 人以上の従業者を持つ会社の所定内労働時間を一律 35 時
間とすべきという法を制定し、 2002 年にはその適用を従業者数によらずすべての会社に拡
大することで、就業時間制限をより一層厳しくした。またこの所定内労働時間を超える残





    オランダは就業時間に関して雇用者のワーク・ライフ・バランスに配慮する点で最も
進んでいると考えられるシステムを国が制定した。2000 年施行の雇用時間調整法



















    ベルギーは 1985 年に導入され 1994 年に適用拡大された「キャリア・ブレイク・シス
テム」を改廃して、2002 年に独自のタイム・クレジット制に関する法律を制定している
（Debacker et al, 2004） 。この法は従業者 10 人以上の企業に適用される。法は複雑で 50
歳以上の雇用者には追加のベネフィットがあるが、50 歳未満の場合を説明する。法は同一
雇用主への継続就業期間が１年以上の者には、 最少 3 ヶ月から最大１年の間 50%減のハー
フタイムで働くことを選択する権利を保証し、また同一雇用主への継続就業期間が 5 年以




















   
４．データ 
    本稿で分析に用いるデータは慶応義塾大学が 2000 年に行った「アジアとの比較によ
る家族・人口全国調査」である。この調査は 20 歳から 50 歳の男女の全国標本であるが、






    就業時間のミスマッチは通勤時間を除く「通常の１週間の平均就業時間」に対する質
問と、 「もしあなたが希望する時間だけ働けるとすれば」 という条件での希望する１週間の
就業時間に関する質問への回答の組み合わせで定義される。回答枝は共通で（１）ゼロ、




            （表１はこのあたり） 
 
     表１の結果は有配偶女性については、実際に無職の者の割合が 37％なのに、その状












      就業時間のミスマッチの分析に引き続いて雇用者の過剰就業の回帰分析を行う。た
だし農林漁業者は、調査では自営業や家族従業と別のカテゴリーとしているが、自営業者
や家族従業者も多いと考えられるので除いている。回帰分析の説明変数として用いる変数
は以下である。 （１）常勤とパート・臨時の区別、 （２）性別、 （３）有配偶・無配偶の別と
最小子の年齢の組み合わせ（6 カテゴリー） 、 （4）職場の時間的柔軟性、 （5）通勤時間、 （6）
職業（５カテゴリー） 、 （7）自分の親との同居の有無、(8）教育（6 カテゴリー） 、 （9）年
齢 5 歳区分（6 カテゴリー） 。なお一部のモデルでは、後述する理由により、 （10）希望就
業時間 （５カテゴリー） をさらに説明変数に加えた。 なお、 職場の時間的柔軟性は 「私は、
家庭の用事のために、仕事の日時を変えることができる」ことに対し「全く良くあたって  12
いる（5） 」 、 「ある程度あたっている（4） 」 、 「どちらともいえない（3） 」 、 「あまりあたって













５．就業時間のミスマッチの分析     
       表 2 は学生を除く 20-49 歳の母集団について男女別、有配偶・無配偶別に「実際




                         ( 表 2 はこのあたり) 
 
   表 2 はわが国の就業時間の現状について「実際」と「希望」が一致しているのは、  









なくしたい者とあわせて、過剰就業者が、全体の 2/3 の 66％にも達する。無配偶男性の場
合は、非自発的超過勤務者が 36％とやや少なくなるが、非自発的フルタイム就業者は、有
配偶男性とほぼ同程度の割合でおり、すべてあわせて過剰就業者の割合は約 51％となる。  
   13
    一方有配偶女性の場合、無職（専業主婦）だがパートタイムで働きたい人（25%）や
フルタイムで働きたい人（7%）が多く、専業主婦（有配偶・無職）を希望する専業主婦は
有配偶女性全体の 4%、専業主婦中のわずか 11%にすぎない。有配偶女性の約 1/3、専業主
婦の約 9 割は、 失業者か潜在失業者なのである。 一方無配偶女性は失業 ・ 潜在失業者が 10％
弱、過剰就業者が 45%と無配偶男性と類似したパターンになっている。 
 
  以上の特徴から、就業時間のミスマッチについて、 「希望就業時間」＞「実際の就業
時間」の成り立つアンダー・エンプロイメントが、反対の「希望就業時間」＜「実際の就.








          （ 表 3 はこのあたり） 
 





は雇用者に広範に存在し,  特に常勤雇用者に顕著なのである。 
 



















  過剰就業は、表 3 で区別したように非自発的超過勤務と非自発的フルタイム就業の 2
要素があるが、表 4 は実際の就業時間と希望就業時間についてそれぞれ５カテゴリーを用













  M3 のメカニズムは説明を要すると思われる。希望する就業時間が実際の就業時間
の関連が強まれば表 4 で希望と実際の時間の一致する太字の 1 の部分の頻度が増え、行列
の上三角のコード 1 の部分の頻度も、下三角のコード２と３の部分の頻度も減少する。従
って過剰就業者の割合は減る。反対に実際の就業時間が希望する就業時間と統計的に独立
に定まる程度が増えるほど、表 4 で希望と実際の一致する太字の 1 の部分の頻度が減り、
行列の上三角のコード 1 の部分の頻度も下三角のコード 2 と 3 の部分の頻度も増加する。
従って、過剰就業の割合は増える。これが上記のメカニズム M3 の意味である。 
    
表４.  フルタイムの就業時間区分別の希望就業時間と過剰就業のタイプ 
希望就業時間   
実際の就業時間  35 未満  35-41 42-48 49-59 60 以上
35 未満      1      1       1     1     1  
35-41    3    1    1   1   1 
42-48    3    2    1   1   1   15
49-59    3    2    2   1   1 
60 以上    3    2    2   2   1 
1：過剰就業無し（希望就業時間も実際の就業時間も３５時間未満の場合を含む） 
2：非自発的超過勤務 
  3：非自発的フルタイム就業     
 








6.2  M1~M3 のメカニズムの分解について 
    まず、過剰就業を生み出す原因、特にそのグループ間の違いについて、を M1~M3 の
メカニズムを区別して回帰分析するには、希望就業時間（Y1）と実際の就業時間（Y2）
の結合分布によって定まる過剰就業者割合について Y1 と Y2 を相互依存的なものと見る
か、 一方を他方の外生変数と見ることが出来るかで、 分析の戦略も複雑さも大きく異なる。 
 
  も し Y1 と Y2 を相互依存的なものとみなすなら、Y1 と Y2 の結合分布を従属変数と
して（１）Y1 を制御した Y2 のカテゴリー間の対数オッズ、 （２）Y2 を制御した Y1 のカ
テゴリー間の対数オッズ、 （３）Y1 と Y2 の間の対数オッズ比の３要因について説明変数










    では仮定は強くなるが、一方を他方の外生変数とみなすことはどうか？  希望就業時

























6.3  非自発的超過勤務者割合と非自発的フルタイム就業者割合について 
   表 4 の 3 つのカテゴリーの生じる確率をそれぞれ 123 ,, PPP とすると、希望就業時間
が増加したり、フルタイム就業を望む者の間で実際と希望の就業時間の関連の強さが減少
するとＰ2 が増加しＰ１が減少するので、 21 / PP のオッズだけでなく 31 / PP のオッズも増加
する。つまり、 21 / PP と 31 / PP は独立には決まらない。このことは、3 カテゴリーを区別す











   




    (1 )
1
IVOW INFT
OE IVOW INFE FTP FTP
FTP FTP
PP




      （ １ ）  
 
ここで OE P は過剰就業者割合、 IVOW P は非自発的超過勤務者割合、 IVFT P は非自発的フルタ
イム就業者、 FTP P はフルタイム就業希望者である。 したがって / IVOW FTP PP はフルタイム就
業希望者中の非自発的超過勤務者割合、 /(1 ) IVFT FTP PP − は週３５時間未満就業希望者のう
ちのフルタイム就業者割合である。式（１）は過剰就業者割合が２つの条件つき割合であ
る / IVOW FTP PP と /(1 ) IVFT FTP PP − のウェイトつき平均で表せることを示す。 
    















ロジスティック回帰分析を合わせて行う。   
 
７．雇用者の過剰就業の要因についての回帰分析結果   18
      表５は雇用者の過剰就業の予測要因についてのロジスティック回帰分析の結果を提
示している。モデル 1A が希望就業時間を制御しないモデル、モデル 1B が希望就業時間
を制御したモデルである。これらのモデルでは説明変数間の交互作用効果は含まれていな
い。 
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          （表５―表８はこのあたり） 
 



















剰就業度となるのである。 実際、 希望時間を制御しないモデル （表５のモデル１Ａ） では、
女性の方が希望就業時間が高い分過剰就業になる効果がモデル１Ｂの結果を部分的に相殺
するので、モデル１Ｂに比べこの女性対男性の負の性別効果が３分の１程度に小さくなっ
ている。   
 
      性別と希望就業時間との交互作用効果を含む表６のモデル２Ｂの結果はさらに示唆
に富む。このモデルは性別と婚姻・子供の有無との交互作用も含むので、性別の主効果
（-0.818 で 0.1%有意）は、希望就業時間の基底カテゴリー（35-41 時間希望）の場合でか
つ婚姻・子供の有無の基底カテゴリー（無配偶、子供無し）の場合の男女差を示すが、今
この無配偶・子供無しの場合の各希望就業時間カテゴリー別の性別効果を考えると、対応
する交互作用効果を加えて、 性別効果は希望就業時間がそれぞれ 35 時間未満のとき-0.081 
(＝-0.818+0.737） 、35-41 時間のとき-0.818、42-48 時間のとき-0.327 (=-0.818+0.491) 
49-59 時間のとき 0.043 (=-0818+0.861）となり、希望時間が 35-41 時間、つまりフルタイ
ム就業希望で残業なしの希望、 のとき以外に有意な男女差は無い(また希望就業時間が６０
時間以上の場合定義により男女とも過剰就業はない)。   20
   






















7-2.  婚姻・子供の有無の効果 








      この効果の記述には基底カテゴリーである「無配偶、子供無し」 、に対し「無配偶、    
子供有り」 、 「有配偶、最小子６歳未満」 、 「有配偶、最小子 6-14 歳」 、 「有配偶、最小子 15
歳以上」 、 「有配偶、子供無し」の 5 つのカテゴリーを比較しているが、主たる有意な効果
は「有配偶、最小子６歳未満」と「有配偶、最小子 6-14 歳」に見られるので、以下その２  21
つの効果の意味について解説する。 
 
A１.「有配偶・最小子 6 歳未満」の効果 
      表６の希望就業時間を制御しないモデル２Ａの結果は、それぞれ同性の無配偶・子
供無しの者に比べ、 有配偶で最小子が６歳未満の場合、 男性は過剰就業度が高まり （0.458、
１％有意） 、女性の場合はむしろ低くなる（-0.434=0.458-0.892, 5%有意）ことを示してい
る。またこの男女差（-0.892）は 0.1%有意で大きな効果である。またこのため男女の過剰
就業度の差は「有配偶・最小子 6 歳未満」の場合に最大となる。 
   













ある。   
   
Ａ２．有配偶・最小子 6-14 歳の効果 
      無配偶・子供無しの場合と比べた場合、最小子が 6-14 歳の場合は、性別との有意な
交互作用効果が無く（表６のモデル２Ａ） 、男女ともより過剰就業度が高まる（表５のモデ
ル 1Ａ） 。ただし、希望就業時間への影響には男女間に有意な差があって、最小子が 6-14
歳の場合、無配偶・子供無しの場合と比べ、男性では希望就業時間は有意に異ならない
（0.020、 表 8 の第一列） が、 女性は希望就業時間が有意に小さくなり （-1.029=0.020-1.049, 
0.1%有意） 、それはこのライフ・ステージの女性が短時間勤務を望む傾向が大きくなるこ
とから生じる（0.1%有意、表 8 の第２列） 。また彼女たちが少ない残業時間を望む傾向も
効果はあまり強くないが（10％有意）が観察される（表 8 の第 3 列） 。 
    
      この結果、最小子が 6－14 歳の場合、男女とも、それぞれ無配偶・子供無しの同性







     
7-3.  常勤  対  パート・臨時の効果 
      常勤対パート・臨時という従業上の地位の効果は分析に含めた変数のうち最大のも
のであり、パート・臨時に比べ、常勤者の過剰就業傾向ははるかに大きい。実際単純に過







    また表 7 の結果はパート・臨時の雇用者は当然のことながら、常勤者より希望就業時
間が小さいが（表７の１列目） 、それはパート・臨時が常勤者に比べはるかに短時間（週
35 時間未満）就業を望むからで（表 7 の 2 列目） 、フルタイム就業を望む者の間では希望
残業時間について常勤とパート・臨時間に有意な差は無い（表 7 の 3 列目） 。 
 







   




















      また上記の結果は、パート・臨時に比べ常勤者の場合、非自発的超過勤務者になる
割合が、オッズ比で 6.9 (=exp(1.934), 表６のモデル２Ｂ)となり、非自発的フルタイム就






   
7-4．職場の時間的柔軟性の効果 
 
    「家庭の用事のために、仕事の日時を変えることができる」という意味で時間的柔軟




有意、表８の 2 列目） 、常勤者の間で差は無く（-0.001=-0.262+0.261） 、またフルタイム就
業を希望する者の間では時間的に柔軟な職場で働くことは希望残業時間に影響していない
（表８の３列目）ことが分る。 
   






          
7-5．職業効果 
      職業効果については事務・販売職や他の職業を持つ者、管理職者が過剰就業度が高
い（表５） 。一方管理職者の希望就業時間は事務・販売職者と有意に変わらない（表 7） 。
また職業と希望就業時間との過剰就業への交互作用効果も無い。つまり、管理職の場合、
単に希望就業時間が同じなのに、実際の就業時間が多いという理由（メカニズムＭ１のみ
の理由）で他の職に比べ過剰就業となっている。   
 
7-6．通勤時間の効果 
   
    通勤時間の大きい者は過剰就業傾向が大きい（表 5 のモデル１Ａ） 。しかし、希望就
業時間を制御すると通勤時間の影響は弱くなる （表５のモデル１Ｂ） 。 このことは通勤時間
の大きい者の過剰就業は、通勤時間が大きいと希望就業時間が少なくなることから来るこ
とである程度説明できることを意味する。 
   
    しかし、希望就業時間への影響を短時間就業希望の割合への影響と、フルタイム就業
希望者中の希望残業時間への影響に分けると、通勤時間の大きい者は週 35 時間未満の短
時間就業を選好する傾向も見られるが（表７の第 2 列目、10％有意） 、それ以上に顕著な
のはフルタイム就業を望んでも希望残業時間が少なくなることである （表7の3列目、 0.1%
有意） 。 
   









    
    自分の親と同居している者はそうでない者にくらべ、過剰就業している傾向が有意に  25
少ない （表５） 。 希望就業時間への影響を見ると 10％有意だが、 同居者は他の人たちより、










８．１  結論と議論 
（１）全体図 
    どちらかというと希望に応じて多くの時間働いている者が多い米国や就業時間規制の
あるＥＵ諸国と異なり、わが国においては希望に反して多くの時間働く過剰就業（オーバ





































  調査における 「常勤  対  パート・臨時」 の対比はおおむね実質的に 「正規  対  非
正規」 雇用の対比と考えられるが、 「パート・臨時」 と比べた常勤の大きな過剰就業傾向は、
正規雇用のもう一つの 「裏の特性」 とも言うべき特徴を明らかにした。 「常勤  対  パート・
臨時」の区別は、就業時間自体の影響を別とすれば、過剰就業傾向全体および非自発的超
過勤務傾向に対し、最も大きな影響を与えている。この事実自体は原・佐藤（2008）の最
近の研究でも明らかになった。実際単純な過剰就業者割合を見ても常勤者は 62%,  パー
ト・臨時は 11.5％と大きな差がある。このことは実際に週 35 時間未満就業が本標本では
パート・臨時では 70%で、常勤者ではわずか 5%であるという、一見単純な事実で説明で
きるが、実際はそう単純ではない。35 時間未満就業希望者の割合は、表９で見たようにパ





































    正規雇用に関する上記の観察は陰鬱なものであるが、 希望がないわけではない。 「私は、
家庭の用事のために、仕事の日時を変えることができる」か否か、に関する職場の時間的




る者は残念ながら多くはない。 上記の柔軟性の質問に対し、 フルタイム就業者のわずか 6％
が 「よくあたっている」 と答えており、 その逆の 「まったくあたらない」 は 4 倍の 24％で、
全体としてこのような職場環境にいない者が多数だからである。 


























化した対応は６歳未満の子供のいる家庭で、 もっとも大きな過剰就業の男女差を生み出す。  
 






   































８．２  政策へのインプリケーション 

































業職者のように、 経済的理由からであろうが、 残業を望む雇用者もおり （表 7 の 3 列目） 、
強い一律の規制は望ましくない。 
 
    他の重要な点は超過勤務手当てに関する法的規制である。米国では Fair Labor 
Standards Act (FLSA)により超過勤務については（例外規定で適用除外になる職のものを
除き）週 40 時間を越える労働については賃金の上乗せ率が「5 割を下らない」と規定され
ており、時間外勤務は企業にとってコスト高となっている。一方わが国では、労働基準法
第 37 条で時間外労働は通常の労働時間の場合賃金の「2 割 5 分以上 5 割以下」 （休日労働


























































範や価値観の変化が欠かせないと思える。   
   
（３） 企業のジェンダー化した対応 
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            表 １ .  主な２変数の男女別分布 
──────────────────────────────────────────────────────── 
           有 配 偶 女 性  無 配 偶 女 性  有 配 偶 男 性  無 配 偶 男 性    
               
I. 一週間の平均就業時間                           
ウェイト付き有効標本数    1,254     800     1,182       901  
相対頻度 
    ゼロ時間                37.3    10.2       1.7       9.0 
  1-15 時間                9.1     4.9       2.3       3.6 
  16-34 時間              21.7     8.4       1.7       4.8 
  35-41 時間              15.9     34.4      16.1    18.5 
  42-48 時間               9.4     24.9      29.0    30.4 
  49-59 時間               4.5     11.6      30.3    22.1 
  60 時間以上              2.1       5.6      18.9    11.6 
 
II. 希望する一週間の就業時間                           
ウェイト付き有効標本数       1,280    807     1,181     902 
相対頻度 
    ゼロ時間                  7.9      4.0      5.5      5.8              
  1-15 時間               16.6       4.5      2.7      2.9 
  16-34 時間              38.9      22.3      8.6      8.7 
  35-41 時間              22.0      41.9     41.3    35.6 
  42-48 時間               6.7      15.0     23.8    24.3 
  49-59 時間               2.3       3.8       8.8    10.9 
  60 時間以上               0.4      1.2        2.7     3.2 
    わからない                5.2      7.3        6.6     8.6 
──────────────────────────────────────────────────────── 
    37
表２.  男女別、有配偶・無配偶別の実際の就業時間と希望就業時間の不一致のパターン: 20-49 歳の非学生人口 
標本ウェイト付き(希望する就業時間が「わからない」者を除く) N=3,845 
───────────────────────────────────────────────────────────────────────── 
                          有配偶女性    無配偶女性    有配偶男性  無配偶男性 
標本数（標本ウェイト付き）                              1 , 1 9 3     740          1,099        813 
I．実際と希望の不一致のケース総計              67.4%       63.9%         74.9%      70.0% 
１． 「希望就業時間」＞「実際の就業時間」のケース小計     42.5%       19.3%         8.4%       19.3% 
  無職だがフルタイムで働きたい                  7 . 1 %         5 . 3 %          1 . 3 %         6 . 6 % ④ 
無職だがパートタイムで働きたい            25.4%①      4 . 2 %          0 . 4 %         0 . 9 %  
パートタイムだがフルタイムで働きたい         5 . 3 %         5 . 3 %          1 . 8 %         4 . 8 %  
パートタイムのままで就業時間を多くしたい       3.4%       0.9%          0.4%        0 . 4 %  
フルタイムのままで残業時間を多くしたい        1 . 3 %         3 . 6 %          4 . 5 %         6 . 6 % ④ 
2.  「希望就業時間」＜「実際の就業時間」のケース小計   24.9%       44.6%         66.5%     50.7%  
フルタイムのままで残業時間を少なくしたい              8.4%     23.5%②       5 0 . 2 % ①     35.9%①     
フルタイムだがパートタイムになりたい                 10.2%④     1 6 . 9 % ③      9 . 9 % ③      8 . 6 % ③ 
フルタイムだが無職になりたい              1 . 5 %         3 . 2 %         5 . 6 % ④      5 . 4 %  
パートタイムのままで就業時間を少なくしたい      2.3%       0.4%         0.5%     0 . 4 %  
パートタイムだが無職になりたい            2.5%       0.5%         0.3%        0.4%  
II.  実際と希望の一致のケース総計             32.6%       36.1%        25.1%      30.0% 
    フルタイム就業                                     1 1 . 2 % ③     29.2%①      24.1%②    26.8%② 
    パートタイム就業                                   1 7 . 3 % ②      6.2%④       0 . 9 %        2 . 6 %  
  無 職                                                 4 . 1 %         0 . 7 %          0 . 1 %        0 . 6 %  
───────────────────────────────────────────────────────────────────────── 
注：丸印は男女別、有配偶・無配偶別に特に割合のパターンの順位を表す。      
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表３.  雇用者全体、及び常勤雇用者中の：２０－４９歳(希望する就業時間が「わからない」者を除く) 
────────────────────────────────────────────────────────────────────────────────── 
                          有配偶女性    無配偶女性    有配偶男性  無配偶男性   総 計  
Ｉ．非学生人口中での割合  
  N                                                 1,193        740           1,099       813         3,845              
  合 計                          24.9%      44.6%          66.5%     50.7%      46.0% 
    非自発的超過勤務者
１                                 8 . 4 %        2 3 . 5 %           5 0 . 2 %       3 5 . 9 %        2 9 . 1 %  
    非自発的フルタイム就業者
２                          1 1 . 7 %        2 0 . 1 %           1 5 . 5 %       1 4 . 0 %        1 4 . 9 %  
    就業時間減希望のパートタイム就業者
３                 4 . 8 %         0 . 9 %           0 . 8 %        0 . 8 %          2 . 0 %     
II.  雇用者中での割合  
    N                                                  626         641            920         667       2,874  
  合 計                            3 6 . 6 %        4 9 . 5 %           6 8 . 6 %       5 7 . 0 %       5 4 . 2 %      
    非自発的超過勤務者
１                                1 1 . 3 %        2 6 . 1 %           5 1 . 6 %       4 0 . 0 %       3 4 . 1 %  
    非自発的フルタイム就業者
２                          1 8 . 4 %        2 2 . 3 %           1 6 . 3 %       1 6 . 0 %       1 7 . 9 %  
    就業時間減希望のパートタイム就業者
３                 6 . 9 %         1 . 1 %            0 . 7 %        1 . 0 %        2 . 2 %   
III.  常勤雇用者中での割合 
    N                                                   257         515            910        627        2,310 
   合 計                              62.3%       56.3%          68.5%      58.2%      6 2 . 5 %      
    非自発的超過勤務者
１                                2 5 . 7 %        3 0 . 7 %           5 2 . 2 %       4 1 . 1 %       4 1 . 5 %  
    非自発的フルタイム就業者
２                          3 5 . 8 %        2 5 . 0 %           1 6 . 2 %       1 6 . 6 %       2 0 . 4 %  
    就業時間減希望のパートタイム就業者
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  表５．  雇用者の過剰就業のロジスティック回帰モデル１ 
─────────────────────────────────────────────────────────          
                    モデル１Ａ       モデル１Ｂ   
───────────────────────────────────────────────────────── 
I.  主な説明変数 
１．性別（対  男性） 
  女 性                     -0.274**       -0.789***     
２．婚姻・子供の有無（対  無配偶・子供無し） 
    無配偶・子供有り                 0.282          0.480        
    有配偶・最小子６歳未満           0.222          0.168         
    有配偶・最小子６－１４歳         0.365*         0.271        
    有配偶・最小子１５歳以上         0.045         -0.150        
    有配偶・子供無し                 0.139          0.124        
３.  常勤（対  パート・臨時）         2.265***       2.933***    - 
４．職場の柔軟性                    -0.192***      -0.251***   - 
５．通勤時間                         0 . 0 0 6 * *        0 . 0 0 4 †            
６．自分の親との同居（対  無し） 
  有 り                             -0.225*        -0.280*        
 
II.  他の説明変数 
７．教育  （対  高卒） 
  中 卒                              0.048         0.136              
    専修学校                         0.217         0.348*          
    短大・高専                       0.115        -0.022          
  大 学                              0 . 1 9 8 †       0.154          
    その他                           0.079         0.229        
８．職業  （対  事務・販売職） 
  管 理 職                   0.402**      0.545***      
    専門職                           0.098        0.072          
    作業・サービス職                 -0.174       -0.072           
    その他                           -0.285       -0.083          
９．年齢  （対  ２０－２４歳）  
    ２５－２９歳                      0.210        0.181              
    ３０－３４歳                      0 . 2 8 6 †      0.083          
    ３５－３９歳                      0.081       -0.046        
    ４０－４４歳                      0.043       -0.024        
    ４５－４９歳                     -0.144        -0.252       
１０.  希望就業時間  （対  35-41 時間） 
    ３５時間未満              ---------     1.353***    
    ４２―４８時間                   ---------    -1.004***        
    ４９－５９時間            -       --------    -1.546***        
    ６０時間以上                       ---------     -∞                
───────────────────────────────────────────────────────── 
有意度  †Ｐ<0.10; *P<0.05; **P<0.1; ***P<0.001     
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  表 ６ .  雇用者の過剰就業のロジスティック回帰モデル２ 
───────────────────────────────────────────────────────── 
                モデル２A        モデル２Ｂ   
───────────────────────────────────────────────────────── 
Ｉ．主な説明変数 
１．性別（対  男性） 
  女 性               -0.155         -0.818***         
２．婚姻・子供の有無（対  無配偶・子供無し） 
    無配偶・子供有り              -0.173        -0.056   
    有配偶・最小子６歳未満         0.458**          0.474* 
    有配偶・最小子６－１４歳       0.458*        0.528*   
    有配偶・最小子１５歳以上      -0.096         -0.082         
    有配偶、子供無し               0.187        0.220     
３．交互作用： 「性別」×「婚姻・子供の有無」 
      （対  男性または女性の無配偶・子供無し） 
    無配偶・子供有り               0.686         0.771           
    有配偶・最小子６歳未満        -0.892***         -1.248***      
    有配偶・最小子６－１４歳      -0.225         -0.526†    
    有配偶・最小子１５歳以上       0.265         -0.153      
    有配偶・子供無し              - 0 . 1 1 5     -      -0.271        
4．希望就業時間（対  ３５－４１時間） 
    ３５時間未満                  --------       -0.686       
    ４２－４８時間       -   --------       -1.145***       
    ４９－５９時間                 ---------        -1.698***  
    ６０時間以上                   ---------        - ∞           
5  交互作用： 「性別」×  「希望時間」 
    （対    男性または女性の３５－４１時間希望者）    
    ３５時間未満希望                  ------          0.737*  
    ４２－４８時間希望                ------          0.491† 
    ４９時間以上希望                  ------            0.861† 
6.  常勤  （対  パート・臨時）     2.196***         1.934*** 
7．交互作用： 「常勤」  ×「３５時間未満の就業希望」     
                                      ------          1.534***          
8.  通勤時間                         0.006**           0.001   
9．交互作用： 「通勤時間」  ×  「３５時間未満の就業希望」 
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表 7．  雇用者の希望就業時間の順序ロジットモデルおよびフルタイム就業希望の 
ロジスティック回帰モデル、フルタイム就業希望者の順序ロジットモデル.  モデル１ 
───────────────────────────────────────────────────────── 
             希望就業時間の    フルタイム就業    フルタイム就業希望   
              順序ロジットモデル  希望のロジットモデル  者の順序ロジット 
               モデル１     モデル１        モデル１ 
───────────────────────────────────────────────────────── 
I.  主な説明変数 
１．性別（対  男性） 
  女 性               -1.019***         -1.023***    -0.773*** 
２．婚姻・子供の有無（対  無配偶・子供無し） 
    無配偶・子供有り                0.525*            0.645*           0.277 
    有配偶・最小子６歳未満         -0.179            -0.113            -0.168 
    有配偶・最小子６－１４歳       -0.332*           -0.174            -0.394* 
    有配偶・最小子１５歳以上       -0.184            -0.055            -0.220  
    有配偶・子供無し               -0.042             0.042            -0.096  
３.  常勤（対  パート・臨時）        0.788***          0.969***-        -0.270†   
４．職場の柔軟性                   - 0 . 0 7 8 * *           -   0 . 0 6 7 †         -0.061 
５．通勤時間                       - 0 . 0 0 5 * * *           - 0 . 0 0 4 †        -0.007***  
６．自分の親との同居（対  無し） 
  有 り                             0 . 1 1 1              0 . 1 9 4 †        -0.039   
 
II.  他の説明変数 
７．教育  （対  高卒） 
  中 卒                            -0.008            -0.415*          0.473* 
    専修学校                        0.124             0.193          0.037 
    短大・高専                     -0.307*           -0.231†        -0.473**  
  大 学                            - 0 . 1 6 3 †          -0.207          -0.094 
    その他                          0.011             0.225          -0.425  
８．職業  （対  事務・販売職） 
  管 理 職               0.188           0.237          0.142   
    専門職                         -0.200             -0.240         -0.024 
    作業・サービス職                0.139             -0.068         0.374** 
    その他                          0.146            -0.042          0.509† 
９．年齢  （対  ２０－２４歳）  
    ２５－２９歳                   -0.290*          -0.242           -0.281† 
    ３０－３４歳                   - 0 . 5 9 9 * * *         -0.710***        -0.279†  
    ３５－３９歳                   -0.458**         -0.563**         -0.220 
    ４０－４４歳                   -0.228           -0.475*           0.133  
    ４５－４９歳                   -0.448**         -0.516*          -0.280  
10.  切片 
  切 片 １              -1.055***         0.960***       -------- 
    切片２                          0.951***         --------         -0.315   
    切片３                          2.487***         -------           1.358*** 
  切 片 ４                       4.126***         --------          3.032*** 
───────────────────────────────────────────────────────── 
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表 8．  雇用者の希望就業時間の順序ロジットモデルおよびフルタイム就業希望の 
ロジスティック回帰モデル、フルタイム就業希望者の順序ロジットモデル.  モデル 2 
───────────────────────────────────────────────────────── 
             希望就業時間の    フルタイム就業    フルタイム就業希望   
              順序ロジットモデル  希望のロジットモデル  者の順序ロジット 
               モ デ ル 2     モ デ ル 2        モ デ ル 2       
───────────────────────────────────────────────────────── 
Ｉ．主な説明変数 
１．性別（対  男性） 
  女 性               -0.682***        -0.569***      -0.731***  
２．婚姻・子供の有無（対  無配偶・子供無し） 
    無配偶・子供有り                 0.507            0.308         0.493 
    有配偶・最小子６歳未満          - 0 . 1 2 1             -0.006        -0.216  
    有配偶・最小子６－１４歳         0.020            0.342        -0.292 
    有配偶・最小子１５歳以上         0.334            0.958**      -0.141 
    有配偶、子供無し                 0.066            0.337        -0.237  
３．交互作用： 「性別」×「婚姻・子供の有無」 
      （対  男性または女性の無配偶・子供無し） 
    無配偶・子供有り                -  0.195             0.184      -0.441   
    有配偶・最小子６歳未満          -0.186            -0.289        0.225   
    有配偶・最小子６－１４歳        -1.049***         -1.182***    -0.698†   
    有配偶・最小子１５歳以上        -1.253***         -1.757***    -0.275   
    有配偶・子供無し                -0.344            -0.668†      0.444   
４  常勤  （対  パート・臨時）      1.319***          1.530***     -0.459  
５．職場の柔軟性                    -0.289***         -0.262***    -0.013  
６．交互作用： 「常勤」×「職場の柔軟性」 
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   表 9.  常勤者とパート・臨時の単純比較   
  パート・臨時 常勤者
過剰就業者割合  11.5%   61.9%
  非自発的超過勤務者割合   3.9%   41.5%
  非自発的フルタイム就業者割合   7.6%   20.4%
フルタイム就業希望者割合  41.0%   76.7%
フルタイム就業希望者中 
非自発的超過勤務者割合 
 9.5%   54.1%
短時間就業希望者中 
非自発的フルタイム就業者割合 
12.9%   87.6%
   